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1.は じめ に

高度成長時代の1970年 代から1980年代前半の大量生産、大量消費、大量廃棄の 「価値観」は 「持続可

能な開発」すなわち 「持続的に発展できる経済社会システムの構築」に変更され、諸外国の環境に関す

る価値観 も 「持続可能な開発」の方向に向いている。その中心的課題は①有害物質、②廃棄物、③エネ

ルギーである。 これ らの課題を解決するために法律の制定や改正が行われた。一方、環境基本法の制

定、環境基本計画が閣議決定され、 日本の環境の進むべき施策の方向が示 された。外国においてもほぼ

同様な方向に向いている。従来型の開発では計画設計の段階か ら機能、性能での差別化が優先 し、環=境

に対する配慮が欠落 していた節がある。 ここで言 う配慮とは自然が有 している浄化能力に対 し我々の利

便性の要求に応えるべ き製品が有する汚染が自然の浄化能力を越え、環境は安定か ら不安定な時期にと

変化 し、いたる場所で起 きている異常気候(洪 水、干越、モンスーン ・ハ リケーン ・台風の来襲、異常

高温、異常低温、高山植物の高所への移動)。 かかる環境下での製品開発の在り方、進め方ににっいて

考察 した、その実施例についても示す。

2.開 発に係る関連法

環境基本法(1993年11月)、 環境基本計画の閣議決定により①有害物質②廃棄物③エネルギーに関連

する法律 も2.1,2.2,2.3に 整理 され、これ らの法律との係 りにおいて開発が進められ ることと

なる。以下に有害物質、廃棄物、エネルギーに関連する法律を示す。

2、1化 学物質及び公害等に関する法律

2.1.1化 学物質の審査及び製造等の規制に関する法律(1973年10月)

2.1.2特 定物質の規制等によるオゾン層の保護に関す る法律(1988年5月)
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労働安全衛生法(1972年6月)

毒物及び劇物取締法(1950年12月)

消防法(1948年7月)

高圧ガス取締法(1951年6月)

有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律(1973年10月)

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律(1971年6月)

人気汚染防止法(1968年6月)

道路運送車両法(1951年6月)

自動車から排出される窒素酸化物の特定地域 における総量の削減等に関する特別措置法

(自動車NOx法)(1992年2月)

電気事業法(1964年7月)

ガス事業法(1970年10月)

鉱山保安法(1949年5月)

水質汚濁防止法(1970年12月)

湖沼水質保全特別措置法(1984年7月)

瀬戸内海環境保全特別措置法(1973年10月)

海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律(1970年12月)

水道法(1957年6月)

下水道法(1958年4月)

浄化槽法(1983年5月)

騒音規制法(1968年6月)

振動規制法(1976年6月)

悪臭防止法(1971年6月)

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律(1970年12月)

土壌 ・地下水汚染の調査 ・対策に関する環境庁指針(1994年11月)

人の健康に係る公害犯罪の処罰に関する法律(1970年12月)

公害紛争処理法(1970年6月)

公害健康被害の補償等に関する法律(1973年10月)

公害防止事業費事業者負担法(1970年12月)

2、1.3

2.1.4

2、1.5

2.1.6

2.1.7

2.1.8

2.1.9

2、1.10

2.1.11

2.1。12

2.1.13

2、1.14

2.1.15

2.1。16

2.1.17

2.1.18

2.1.19

2.1.20

2.1.21

2.1.22

2.1.23

2.1.24

2.1.25

2.1.26

2.1.27

2.1.28

2.1.29

2.1.30

廃棄物に関する法律

再生資源の利用の促進に関する法律(リ サイクル法)(1991年4月)

廃棄物の処理及び清掃に関する法律(1970年12月)

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律(1995年6月)

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律(1992年12月)

エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促進に関する臨時

2.2

2、2.1

2、2.2

2.2.3

2.2.4

2.2.5
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新製品の開発(第7報)～ 環境の視点か ら～

措置法(省 エネ ・リサイ クル支援法)(1993年3月)

エネルギーに関する法律

エネルギーの使用の合理化に関する法律(省 エネ法)(1979年6月)

エネルギー需給構造高度化のための関係法律の整備に関す る法律(1993年3月)

石油代替エネルギーの開発及び導入の促進に関する法律(1980年5月)

エネルギー等の使用の合理化及び再生資源の利用に関する事業活動の促進に関する臨時

措置法(省 エネ ・リサイクル支援法)(1993年3月)

2.3

2.3.1

2.3.2

2.3.3

2.3。4

2,4そ の他開発に関連する法律

その他開発に係る土地利用に関する法律、自然保護に関する法律及び地方条例等が挙げられる。

2.4.1土 地利用に関する法律

土地基本法(1989年12月)

国土総合開発法(1950年5月)

都市計画法(1968年6月)

首都圏の既成市街地における工業等の制限に関する法律(1959年3月)

工場立地法(1959年3月)

工業用水法(1956年6月)

建築物用地下水の採取の規制に関する法律(1962年5月)

環境影響評価の実施について(1972年6月 閣議決定)

自然保護に関する法律

自然環境保全法(1972年6月)

自然公園法(1957年6月)

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律(1992年6月)

2.4。1.1

2.4。1.2

2.4.1.3

2.4.1.4

2.4.1.5

2.4.1.6

2.4.1。7

2,4。1.8

2.4.2

2.4.2.1

2.4.2.2

2.4.2。3

地方条例等に関する法律2.4.3

都道府県 ・市町村 環境基本条例、公害防止条例

公害防止協定

2.4,3.1

2.4.3.2

3.持 続可能な開発

大量生産、大量消費、大量廃棄は生態系を破壊 し、人類は現在の生活パターンを継続することが不可

能 となり最終的には死滅する。大量廃棄か らリサイクルへ、大気環境、水環境、土壌 ・地盤環境の悪化

から保全ヘジオカタス トロフィーから自然と人間との共生へ と価値観を変更 し、「持続的に発展できる

経済社会 システムの構築」によって、人類の死滅を回避すべ き開発"人 類が持続可能な開発"を 我々も

また節度ある消費を模索すべきである。

一73一



今 日か らの生産 ・消費

製品開発の進化

昨今の生産 ・消費従来型の生産 ・消費

節度ある生産 ・消費大量生産 ・大量消費大量生産 ・大量消費

リサイクル
⇒

リサイクル
⇒

大量廃棄

大気 ・水 ・土壌 ・地盤の保全大気 ・水 ・土壌 ・地盤の保全大気 ・水 ・土壌 ・地盤の悪化

自然と人間の共生1自 然と人間の共生1ジオカタス トロフィー

生態系を破壊 し、人類は現在

の生活パター ンを維持するこ

とが不可能となり最終的に死

滅する

生物は選択圧→突然変異→適応放散→選択圧のサイクルを通 して、進化 し、我々人類も適応放散の段

階に入 り爆発的に人々が増加 している。これが近い将来、選択圧として人類に重 くの しかかる。 これと

同様に大量生産 ・大量消費が吐出す有害物質、炭酸ガスの放出、エネルギー、水の浪費、水質の悪化…

が製品開発の選択圧となり、環境を配慮 した突然変異、いわゆる環境適応型製品の出現が望まれる。

4.環 境を配慮 した製品作 り

低価格機能性食塩の製造 と飲料水源の確保を考えるに当たって、離島、ハウステンボス等では膜濾過

技術を用いて、濾過水のみを利用 し、濃縮水は放水として、利用されていない し、 この放流水が生物の

生活環境を変えている。 これ らを踏まえて環境を配慮 した製品作りを考える。

4,1コ ンセプ ト

1.食 塩(低 塩化ナ トリウム食塩)摂 取時の塩化ナ トリウムの低減による過塩化ナ トリウム摂取に

よる疾患の予防 と改善

2.微 量元素の付与による微量元素欠乏症の予防と改善

3.不 足する水源の確保

4.2従 来技術

1.製 塩(塩 田…)後 の浸透圧の低 くなった海水がそのまま海に放出され、生体系を混乱、破壊 し

ている。

2.蒸 留水、純水製造(蒸 留、膜濾過…)時 の浸透圧の高 くなった海水がそのまま海に放出され、

生体系を混乱、破壊 している。

3.現 在の製塩、製水の技術は計画設計の段階か ら環境に与える影響について配慮 されていない。
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新製品の開発(第7報)～ 環境の視点か ら～

むしろ、配慮が無視されている。

4.製 塩、製水が両立 した技術が確立されていない。

4.3こ れらを解決するための技術と対策

i.助 成金の活用(エ ネルギーはクリー ンエネルギーを当て、非常時のみ自家発電によって補 う)

により設備投資、それに対する減価償却経費を最小にし、生産価格を低減させる。

2.製 塩、あるいは製水のみを製造するのではな く、両者を同時に製造することにより環境負荷を

低減するとともに、製造経費を低減する。

3.地 域社会に貢献(水 不足地域に飲料水などを供給する、新 しい職場を形成する)し 、地域 と共

に収益を上げる。

4.4仮 定 キーワー ドと収益バ ラ ンス

第3セ クター方式及 びJTを 介入 させ た場合 の流通を仮定 した。

①X。.lg(1974～1992年 間の食塩消費量 、12.75g/1人 ・1日)

② シェア30%(日 本市場)

③"は るか南の海の古代の塩"JT古 代の塩

④ 市場価格;250～300円/kg

⑤ 食塩製造量:480t/日(480,000㎏/年 、 これは 日本国民 の30%の 消費量に相 当)

⑥ 水製造量:1,200t/日(3004/1人 ・日で、4,000人 相当の水)

A.第3セ ク タ ー

aD食 塩(第3セ ク タ ー ⇒ メ ー カ ー ⇒ 元 売 り⇒ 小 売 ⇒ 消 費 者)

食 塩 仕 切 価 格60.00円/㎏(荒 利24,00円/㎏ 、 そ の 他 経 費36.00円/kg)

(第3セ ク タ ー →JT)

480,000kg/日 ×24.00円/㎏=11,520,000円/日

11,520,000円/日 ×365日=4,216,321,110円/年

a2)水(第3セ ク タ ー ⇒ 行 政 ⇒ 消 費 者)

水 仕 切 価 格50.00円/t(

1,200t/日 ×50.00円/t=60,000円/日

60,000円/日 ×365日=21,900,000円/年

荒 利

11,520,000(食 塩)+60,000(水)=11,580,000円/日

4,216,321,110(食 塩)+21,900,000(水)-4,238,221,110円/年

荒 利 合 計42億3822万1110円/年



B.メ ー カ ー(第3セ ク タ ー ⇒JT⇒ 問 屋 ⇒ 小 売 ⇒ 消 費 者)

bl)食 塩 仕 切 価 格120.000円/㎏(荒 利24.00日/kg、 そ の 他 経 費36.00円/kg)

480,000kg/日 ×24。00日/kg=11,520,000円/日

11,520,000円/日 ×365日=4,216,321,110円/年

荒 利42億1632万1110円/年

C.プ ラ ン ト製作費

c1)省 エネルギー対策 、水対策等で国が1/2(50%)助 成

c2)市 町村 で1/4(25%)出 資

c3)メ ー カーが1/4(25%)出 資

で第3セ クター方式 で製塩 ・製水 プラ ン ト

4.5食 塩の消費と市場価格

食 塩 の 消 費

人 口1億2500万 人 と して

万t/日 本人口 ・年千t/日 本人 口 ・日
kg/1人 ・年9/1人 ・日

5.71.805.25614.4Max

5.331。464.27111.7Min

58.01,594.65412.75瓦.19

45,61,254.65010.00目標値

1974～1992年,。1g(資 料 厚 生 省 国 民 栄 養 調 査 よ り)

食 塩 の 市 場 価 格

単 価(円/kg)格価購 入 先名品

270.00270P弓/1kgCOOP
① 伯方の塩

(本場瀬戸内海…調理の塩)

298.00298円/1kgCOOP② 伯方の塩

280.00280円/1㎏COOP③ 赤穂の塩

164.29150円/0.7kgCOOP④ 家庭塩90%以 上

107.00107円/1㎏COOP⑤JT食 塩99%以 上

168.75135円/0.8㎏ライ フ⑥ ク ッキ ング ソ ル ト

323.33194円/0.6㎏ライ フ⑦ キッチンソル ト

338.00338円/1kgライ フ
⑧ 天然粗塩[赤 穂の天塩、オース トリア西海

岸(塩 日、天日塩)]

268.00268円/1kgライ フ⑨ 伯方の塩

298,00298円/1kgライ フ⑩ 瀬戸のほん じお(味 の素)

126.00126円/1kgライ フ⑪JT精 製塩90%以 上

106,00

95,00

106円/1kg

475円/5kg
ライ フ⑫JT食 塩99%以 上

304,00228円/0,75㎏ライ フ⑬ 赤穂のあらなみ

X。.9-[①+②+③+⑥+⑦+⑧+⑨+⑩+⑬]/9-283.12円/㎏

X..2=[④+⑪]/2=145.!5円/kg

X。.g-X。.2-137.97円/kg
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新製品の開発(第7報)～ 環境の視点から～

海水全濃縮に於 る食塩 と水の物質収支

海水全濃縮に於る食塩と水の物質収支

4.6

シェア30%で の食塩と水の製造量海水からの食塩と水の製造量

万t/年

食 塩

(水)

百t/日

食 塩

(水)

万t/年

食 塩

(水)

千t/日

食 塩

(水)

目標値

海 水の全利 用につ いて、 この計画を"イ ン ドラ計画"と 呼ぶ ことに した

5.お わ り に

① クリーン ・エネルギー(太 陽、風、水)を 普及させ省エネルギーを進める。

② 製品は再利用が可能なような組み合わせにする。

③ 微生物利用を進める。

④ 炭酸ガスの生成を抑える。

⑤ 有害物質、特に流出事故による汚染を未然に防ぐなどを進め 「持続的に発展できる経済社会 シス

テムの構築」を図る。
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